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低炭素化を進める上で，都市内の人口分布の集約による乗用車CO2排出量の削減効果が期待されている．

そのため，地域の特徴を反映することのできる乗用車CO2排出量の評価手法が重要である．本研究では，3
次メッシュ人口規模とメッシュ周辺人口集積度を考慮した地域タイプに基づき，一人あたり乗用車CO2排

出量を推計する方法を検討した．その結果，地域タイプによる算出は，市街地全体の特徴を把握した推計

が可能であることを示した．人口規模5千人から1万人になる際に，排出量が40%減少し，DID地域におけ

る乗用車CO2排出量の抑制効果が顕著であることを明らかにした．人口が少ない地域では，5✕5メッシュ

の範囲内に500人を集めると，乗用車CO2排出量を約60%削減できる可能性のあることを示した． 
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1 はじめに 
 

近年，温暖化など地球環境問題が深刻化しており，世

界的な取り組みが活発に行われてきている．2015 年第

21 回気候変動枠組条約締約国会議が開催され，日本は

2050 年までに CO2排出量を 80％削減する約束草案を提

出した 1)．また，「地球温暖化対策計画」2)を策定し，

「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニ

ュアル」3)や「低炭素まちづくり実践ハンドブック」4)な

どに基づいて，都道府県及び市町村は低炭素政策の策定

を進めている． 

CO2排出量のうち運輸部門が 17.4％を占めており 5)，

運輸部門からの CO2排出量の削減が期待されている．こ

のような状況の中で，人口・施設を駅などに集約するコ

ンパクトシティという都市構造が乗用車 CO2排出量削減

にもっとも有効な方策と期待されている．つまり，都市

の総人口が同じでも，人口分布が異なることによって，

環境に異なる影響を及ぼしており，乗用車 CO2排出量が

少ない地域内人口分布へ誘導することが重要と考えられ

ている． 

乗用車 CO2排出量の評価は，主にマクロ統計データか

ら保有台数等による按分する計算方法と，個別データか

ら積み上げ計算する方法がある．積み上げ方法は，推計

結果に地域特性を反映しやすく，対策・施策の検討に繋

げ易い特徴がある 4)．積み上げ計算法を用いる推計例と

して，都市圏パーソントリップ調査（PT 調査）6)，全国

都市交通特性調査（全国 PT調査）7)と，全国道路・街路

交通情勢調査自動車起終点調査（道路交通センサス OD

調査）のデータを用いた研究がある 8)．OD 調査のデー

タに基づいた計算は，調査範囲が広くサンプル数が多い

ことから，全国の広い範囲で多くの地域の値を得ること

ができる特徴を持っている 8)． 

また，OD 調査データに基づく推計結果を用いて，メ

ッシュ人口規模別乗用車 CO2排出量の関係を分析した研

究がある 9)10)．しかし，これらの研究は個別のメッシュ

人口だけを考慮しており，市街地全体の状況を表現でき

ないため，地方都市中心と大都市中心の排出量が同様に

なるケースが見られた．そのため，周辺メッシュとの関

係などを表現できるような改善が課題である． 

なお，都市全体の構造形態が乗用車 CO2排出量に与え
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る影響を分析した研究 7)があるが，具体的な排出量の推

計はされていない．また，都市形態を対象にした研究は，

多くの都市を比較対象にした研究が少なく，人口規模の

小さい地域（小都市・町村）を含まれた研究も見当たら

ない． 

そこで本研究では，全国の地域内人口分布に基づき，

周辺メッシュを考慮して，乗用車 CO2排出量を簡易に評

価する手法を開発することを目的にする．まず，比較す

るため，最新のデータを用いて，メッシュ人口規模別一

人当たり乗用車 CO2 排出量の推計を行う．また，メッ

シュと周辺人口集積度を考慮した地域タイプ別一人当た

り乗用車 CO2排出量の推計方法を提案する．さらに，メ

ッシュ人口規模と地域タイプの二つ算出方法を検討し，

それぞれの結果と特徴を分析する． 

なお，メッシュ人口を加えて，周辺の公共交通利便性

や施設数などを用いたより詳細な分類方法の検討も考え

られるが，本研究では全国自治体に共通で適用できる簡

易的な手法として，メッシュ人口に着目した分析を行う． 

 

 

2 使用データと分析方法 
 

(1) 使用データ 

 乗用車 CO2排出量に関しては，松橋ら 7)による 2010年

における全国市町村別年間乗用車 CO2排出量の推計結果

を用いる．これは道路交通センサス OD 調査（全国道

路・街路交通情勢調査自動車起終点調査）をベースとし，

車両が登録されている市町村別にトリップ単位の走行距

離，車種，平休日などを集計し，各車種別 CO2排出係数

を乗じ，拡大係数で補正して求めたものである．車種別

CO2排出係数は，自動車輸送統計年報 11)からの車種別の

燃料消費量と走行距離の統計値と，総合エネルギー統計
12）の燃料種別発熱量及び燃料種別炭素排出係数を乗じ

で求められている． 

3 次メッシュ人口に関しては，国勢調査による，2010

年の全国 3次メッシュ別人口データを用いる． 

 

(2) 分析方法 

 本研究では，メッシュ人口の分布と乗用車 CO2排出量

の関係から，人口分布が与えられた場合の年間一人当た

り乗用車 CO2排出量を推計する回帰式を構築する．方法

の比較のため，人口分布に関しては，メッシュ人口規模

と，周辺人口集積度を考慮した地域タイプの二つの基準

によって算出し，それぞれの推計式を構築する．その上，

両方法を比較し，相違点と特徴を明らかにする． 

 
 

3 地域における一人当たり乗用車 CO2 排出量の

推計 
 
(1) メッシュ人口規模別一人当たり乗用車CO2排出量 

(a) 算出方法 

 メッシュ人口規模による乗用車 CO2排出量の算出は有

賀ら 9) の方法を参考とする．具体的には，2 章(1)節で述

べた乗用車 CO2排出量を市町村人口で除した市町村別一

人当たり乗用車 CO2排出量を被説明変数，メッシュ人口

規模別人口を説明変数とする回帰式を作成する．回帰式

の各パラメタは，人口規模別の一人当たり乗用車 CO2排

出量となる．回帰式は式(1)に表す． 

         

(1) 

 

CO2(i, y)：y 年の市町村 i における一人当たり乗用車 CO2

排出量 

CO2(i, r, y)：y年の市町村 iのメッシュ人口 rにおける一人当

たり乗用車CO2排出量 

P(i, y)：y年市町村 iにおける人口 

P(i, r, y)：y年の市町村 iのメッシュ人口 rにおける人口 

  被説明変数の 2010 年市町村別一人当たり乗用車 CO2

排出量に関しては，松橋ら 8)の算出結果を用いる．また，

市町村の道路交通センサス OD調査の信頼性を，母比率

検定により判定し，信頼係数 95%に満たないサンプル数

を持つものについては除外した．なお，本研究は 2010

年の市町村区分に統一し，札幌・東京・大阪などの政令

市は「区」単位とする．その結果，857 の市町村が分析

対象になる． 

 メッシュ人口規模に関しては，有賀ら 9)が三大都市圏

と地方都市の人口閾値を基に，千人未満，千人以上，3

千人以上，１万人以上の 4分類としたが，人口の少ない

地域と人口集中地域の排出量特徴が把握できない．よっ

て，本研究では，人口集中地域では 2 万人，1 万人及び

5 千人を閾値にした 4 分類，町村では千人及び百人を閾

値にした 3分類とする．人口規模は全部 7分類にし，そ

れぞれのメッシュ数シェアと人口シェアは表-1 を参照

する．全体として，少人口メッシュは，総面積に占める

割合は大きいが，総人口に占める割合は小さい． 

(b) 結果 

 以上の算出方法によって，メッシュ人口規模別の一人

当たり乗用車 CO2 排出量を推計した．結果を表-1 に示

す．推計したパラメタを用いて 2010 年の一人当たり乗

用車 CO2排出量の推計値と，市町村の元データの値（実

際値）の対応を示す分布図を図-1 に示す．自由度調整

済み決定係数と有意水準から，パラメタの構築は妥当と

判断できる． 

𝐶𝑂2(𝑖,𝑦) =
1

𝑃(𝑖,𝑦)
×(𝐶𝑂2(𝑖,𝑟,𝑦)×𝑃(𝑖,𝑟,𝑦))

𝑛

1
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 表-1の結果から人口規模が大きいほど，一人当たりの

乗用車CO2排出量は少なくなっていることがわかった．

これは既往研究9)の傾向と一致している．既往研究9)の結

果と合わせて見ると，1万人以下の規模に関しては，一

人当たり乗用車CO2排出量が1999年に最大値になって，

1999年から2010年が徐々に減少している．1万人以上の

規模に関しては，1980年から1999年に排出量の変化が少

ない，2005年に以前の約半分に減少し，2010年にまた

1999年前の水準に戻した． 

また，人口規模千人～5千人の場合，一人当たり乗用

車CO2排出量の変化が少ないが，人口規模5千人以上に

なると約40%を減った．人口集中地域（DID）の一人当

たりCO2排出量が少ないことは様々な研究により証明さ

れたが，本研究では初めて3次メッシュレベルで詳細な

排出量の値を算出し，コンパクト化による乗用車CO2排

出量の削減効果を明らかにした． 

 

(2) メッシュ周辺人口集積度を考慮した地域タイプ別

一人当たり乗用車CO2排出量 

 本節では，メッシュだけではなく，周辺の人口集積度

を考慮した地域タイプに基づき，一人当たり乗用車 CO2

排出量の推計を行う．  

メッシュと周辺人口集積度の考え方は，セルラーオー

トマタ（Cellular Automata，以下 CA）を参考にした．CA

は格子状のセルを適切なルールを構築することによって，

多種類の行動をシミュレーション化する手法である．都

市分野での CAの活用は，近隣の土地利用パターンとの

関連性の分析 15)16)や，人口 15)・市街地 16)の拡大変化のモ

デル構築研究などがある．これらの研究によって，住

宅・商業・工業・自然用地などは，近隣の土地利用に影

響を与えていて，その影響は 2.5～3.5km以内で最大にな

ることを示されている． 

本節では，周辺メッシュとの関係を表現しようとする

ため，メッシュを中心にした一定の範囲内の状況を把握

する．また，人口分布（住宅）はその他の土地利用と複

雑な相互関係を持ちいるため，本節はメッシュ人口だけ

を分析対象にする． 

 

(a) 算出方法 

メッシュ地域タイプ別乗用車 CO2排出量は回帰分析に

よる算出する．被説明変数は 3章(1)節と同様に，市町村

別一人当たり乗用車 CO2排出量を用いる．説明変数は地

域タイプ別人口を用いる．回帰式の各パラメタは，メッ

シュ地域タイプ別一人当たり乗用車 CO2排出量となる．

回帰式は式(2)に表す． 

         

(2) 

 

CO2(i, k, y)：y年の市町村 iのメッシュ地域タイプ kにおけ

る一人当たり乗用車CO2排出量 

P(i, k, y)：y年の市町村 i のメッシュ地域タイプ k における

人口 

被説明変数に関しては，節(1)と同様に松橋ら8)の算出

結果を用いる．説明変数に関しては以下のように算出す

る． 

「地域メッシュ統計の概要」17)からメッシュの区分方

法を把握することができる．それによって，3次メッシ

ュを中心から四方へ，どの範囲まで拡大すると何人がい

ることを集計する．i×i 範囲のイメージ図は図-2に示す． 

表-1 2010年メッシュ人口規模別一人当たり乗用車CO2排出量 

3次メッシュ人口規模 百人未満 百人以上 千人以上 3千人以上 5千人以上 1万人以上 2万人以上

1.27 1.12 0.99 0.95 0.60 0.41 0.23

規模別メッシュ数シェア 51.9% 34.0% 7.8% 2.7% 2.4% 1.1% 0.1%

規模別人口シェア 2.2% 16.2% 19.2% 15.0% 23.8% 19.9% 3.7%

年間一人当たり

乗用車CO2排出量

（t-CO2）
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図-1 2010年一人当たり乗用車CO2排出量の市町村の推測値と

実際値（メッシュ人口規模別） 

𝐶𝑂2(𝑖,𝑦) =
1

𝑃(𝑖,𝑦)
×(𝐶𝑂2(𝑖,𝑟,𝑦)×𝑃(𝑖,𝑟,𝑦))

𝑛

1
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どの範囲まで拡大すると何人がいることによって，メ

ッシュ周辺の人口集積度を把握し，メッシュ地域タイプ

を分類する．具体的な分類のフローチャート図は図-3に

示す．まず，各メッシュにおける人口は5百人（小売

店・郵便局・一般診療所など基礎的なサービスが集まる

人口規模18)）に満たしているかどうかを判断する．500

人に満たしていないメッシュに対して，どの範囲まで達

成できるかを算出する．その範囲に関しては，5✕5範囲

（車約5分内）を閾値にして2分類し，5✕5以内を「集

落」，5✕5以外を「過疎地域」と定義する． 

5百人以上のメッシュに対して，3✕3の範囲内に5万人

（市になる要件）に満たしているかを判断する．満たし

ていないメッシュに対して，5万人に達成できる範囲を

計算し，5✕5以内を「都市」，5✕5以外を「都市郊外」

と定義する． 

 3✕3範囲内に5万人に満たしているメッシュに対して，

50万人（大都市）の達成範囲を算出する．また，大都市

の範囲は広いと考えられため，5✕5と7✕7を閾値にして

3分類し，5✕5以内を「大都市中心」，7✕7以内を「大

都市」と7✕7以外を「中都市」と定義する．以上によっ

て，全てのメッシュを7分類にし，各分類の平均人口密

度を表-2に示す． 

都市郊外から大都市の地域タイプが，人口シェアは

90%以上あるが，メッシュ数シェアは30%未満である．

約8%の人は集落と過疎地域に広く分散している．具体

的な人口とメッシュ数のシェアは表-2に示す． 

 

(b) 結果 

以上の算出方法によって，メッシュ地域タイプ別一人

当たり乗用車CO2排出量を推計した．結果を表-2に示す．

推計したパラメタを用いて，2010年の一人当たり乗用車

CO2排出量の推計値と市町村の元データの値（実際値）

の対応を示す分布図を図-4に示す．自由度調整済み決定

係数と有意水準から，パラメタの構築は妥当と判断でき

る． 

表-2の結果からメッシュ周辺人口集積程度が高くなる

ほど，一人当たりの乗用車CO2排出量が少なくなってい

ることがわかる．都市（5×5範囲以内に5万人）から中

都市（3×3範囲以内に5万人）まで約30%削減し，都市

のコンパクトによる乗用車CO2排出量の削減効果がわか

る．また，過疎地域から集落（5×5範囲以内に5百人）

まで約60%の削減があり，人口の少ない地域においても，

半径2～3km以内に500人を集めると，乗用車CO2排出量
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満

 

図-3 メッシュ地域タイプの分類手順 

表-2 2010年メッシュ地域タイプ別一人当たり乗用車CO2排出量 

メッシュ周辺人口集積程度 過疎地域 集落 都市郊外 都市 中都市 大都市  大都市中心

2.852 1.134 0.993 0.801 0.546 0.350 0.275

集積程度別メッシュ数シェア 10.4% 60.0% 18.0% 7.4% 3.1% 1.0% 0.1%
集積程度別人口シェア 0.2% 7.7% 25.5% 25.7% 25.9% 13.7% 1.3%

平均人口密度（人/km2） 20 20～5百 5百～2千 2千～5.5千 5.5千～1万 1万～2万 2万

年間一人当たり

乗用車CO2排出量（t-CO2）

3.0

2.0

1.0

0.0

 

3次メッシュ

3✕3範囲

5✕5範囲

1km

メッシュ

7✕7範囲

 

図-2 メッシュ範囲のイメージ図 
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を大幅に削減することができる． 

 

(3) 比較 

 本節は上記の両方法を用いて，関東における一人当た

り乗用車CO2排出量のメッシュ分布図を描き，図-5に示

す．図-5から以下のことを明らかにした． 

 人口規模に基づいた方法（方法1）は，個別のメッシ

ュ人口によって算出しているため，一人当たり乗用車

CO2排出量の分布が点になっており，隣接メッシュの排

出量の差が大きいケースが沢山見られている．一方，メ

ッシュ地域タイプに基づいた方法（方法2）は，周辺の

人口を踏まえて算出しているため，一人当たり乗用車

CO2排出量の分布は面になっており，都市中心から郊外

へどんどん増加している傾向を示している． 

方法2は個別のメッシュより，市街地全体の特徴を表

している．例えば，方法1によって，千葉県の松戸市に

おいては，東京都の主な地域と同じに，2010年に一人当

たり乗用車CO2排出量は0.41tになるメッシュが多数存在

している．方法2によって，東京都は主に大都市と大都

市中心の地域タイプであるが，松戸市は主に中都市の地

域タイプであり，一人当たり乗用車CO2排出量は0.1t以上

の差がある． 

 

 

4 おわりに 
 本研究では，全国の地域内人口分布に基づき，乗用車

CO2排出量を簡易的に評価する方法を構築した．メッシ

ュ人口規模別による算出は，最新のデータに基づき，よ

り詳細の規模区分を用いた．メッシュ地域タイプ別によ

る算出は，メッシュ周辺人口集積度を考慮した分類に基

づき，市街地全体の特徴を表せるモデルを構築した． 

人口規模が大きいほど，人口周辺集積度が高いほど，

一人当たりの乗用車CO2排出量が少なくなることを明ら

かにした．人口規模5千人以上になる際に，排出量が大

幅に減少し，人口集中地域における乗用車CO2排出量の

抑制効果が顕著であることがわかった．また，人口の少

ない地域においては，5✕5メッシュの範囲内に500人を

集めると，乗用車CO2排出量は大幅に削減できる可能性

があることを示した．人口減少地域に対して，小さな拠

点などの地域対策に有益な示唆を得られた． 

本研究では，人口の分布から一人当たり乗用車CO2 排

出量を算出しているため，道路整備，公共交通，商業施

設などの周辺環境を明示的に表現できないという限界が

ある．今後は，様々な周辺環境との相互作用を踏まえて，
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図-4 2010年一人当たり乗用車CO2排出量の市町村の推測値と

実際値（メッシュ地域タイプ別） 
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図-5 2010年一人あたり乗用車CO2排出量の推測 
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総合的に低炭素化政策の検討が期待される． 
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REGIONAL PASSENGER-CAR CO2 EMISSION  
- BASED ON 1KM2 MESH AND THE SURROUNDING POPULATION 

INTEGRATION DEGREE - 
 

He CHEN, Toshinori ARIGA, Keisuke MATSUHASHI 
 

The CO2 emissions are effectively reduced by the intensive population distribution. Therefore, in the 
process of low carbonization, it is important to evaluate the CO2 emission of passenger vehicles by re-
gional characteristics. In this study, method of the passenger vehicle CO2 emissions were studied by using 
1km2 mesh population data. And the method considered the mesh population size, and the regional type 
classified by the surrounding population integration degree. The results show that: 1) According to the 
calculation of regional type, the characteristics of urban district can be grasped; 2) When the population 
increased from 5,000 to 10,000, the passenger vehicle CO2 emissions were reduced by 40 percent, shows 
that the effect of CO2 emissions in the DID area was significant; 3) In sparsely populated areas, when the 
population gathered 500 within the scope of mesh 5*5, the passenger vehicle CO2 emissions reduce about 
60% per people. 
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